
第 1特集 持続可能な医療と健康

現状を取り巻く
課題の整理

日本の医療システムの
持続可能性を考える
― マルチステークホルダーでの議論推進を
世界トップクラスの長寿命社会を支えてきた日本の医療システム。しかし今、急速な高齢化に伴う疾病構造の変化や医
師不足など、変化のなかでシステムの持続性を見直す時期にあるといえる。この課題に対しマルチステークホルダーに
よる議論の場を設けている日本医療政策機構のマット・マカナニ氏に、現在の日本の医療システムを取りまく課題を整理
していただいた。
 お話・マット マカナニ氏（特定非営利活動法人 日本医療政策機構）

戦後から今まで持続する
日本型医療システム

1961年に国民皆保険制度が開始さ
れて以来、日本の医療システムは、実
によく機能してきた。OECD加盟国に
よる分析をみても、健康状態やリスク
因子、医療へのアクセス、質など、あ
らゆる観点で平均を上回る結果が出て
おり、世界的にみてもかなり高い水準
だ。
「これまで、そして今も、日本の医
療システムはよく機能しているといえ
ます」と、日本医療政策機構のコアメ
ンバーであるマット・マカナニ氏はい

う。
皆保険制度のない米国では、保険な
しで医療を受け、高額な医療費により
破産に追い込まれる人もいる。貧富の
格差が健康や命の差になりかねない状
況だといえるが、日本では、皆保険を
はじめとした医療システムにより、負
担が少なく質のよい医療を受けること
のできる環境が保たれている。そし
て、このシステムが日本を世界有数の
長寿国にしてきた要因のひとつでもあ
る。
しかし、日本の長寿命社会を支えて
きたこの医療システムも、時代や社会
構造の変化に伴い、再構築すべき点が

出てきている。

社会の変化により現れた課題

現在の医療システムに最も大きなイ
ンパクトを与えているのは、急速に進
む高齢化と人口減少。高齢になるほど
多くの医療費がかかるため、すでに超
高齢社会に突入した日本では医療費は
増加の一途をたどっている。また、人
口減少により“支える側”と“支えられ
る側”とのバランスが崩れ、制度を支
える現役世代の負担も膨らんでいる。
現状、日本人の平均寿命と健康寿命
の間には、男性で8.84年、女性で
12.35年の差がある。つまり、その期

間は何らかの疾病や不調・障害を抱え
ながら暮らしているということだ。さ
らにマカナニ氏は、早期退職者のう
ち、健康問題が原因である割合は43
％に達している点を指摘する（図1,　
2）。
「“人生100年時代”といわれるなか、
現在のように平均寿命と健康寿命に開
きがあるまま人生の早い段階で健康を
損ない、不健康な期間が長くなれば、
医療コストは上がっていきます。健康
寿命と平均寿命の差をいかに縮めるか
と、医療にかかるコストの低減、そし
て財源の確保をどのようにしていく
か。これが、持続可能な医療システム
の構築における、大きなチャレンジに
なるかと思います」。
健康寿命と平均寿命の差を縮める観
点では、疾患予防、健康増進が大きな
カギとなる。政府はすでにこれらの推
進を政策に盛り込んでいる。しかし、

それだけで課題が解決できるわけでは
ないとマカナニ氏はいう。
「人が健康であるためには、政策も
必要ですが、社会全体が動く必要があ
ります。政策レベル以外に、人の行動
を左右する環境的や社会的な側面から
のアプローチ、また、個人の感覚や精
神状況といった心理学的な側面、遺伝
子などの生物学的要素も絡みます（図
3）。健康の問題は、非常に複雑な問
題です。こういった複雑な状況に対応
するための持続可能な医療システムの
構築には、産官学、マルチセクターの
協力・協働が必要です」。

マルチステークホルダーの
議論からみえる持続可能性のカギ

非営利・独立の民間医療政策シンク
タンクとして2004年に設立された日
本医療政策機構は、設立当初から市民
主体の医療政策を実現すべく、幅広い

ステークホルダーを結集し、政策提言
を続けてきた。同機構では早くから医
療システムの持続可能性、そしてそれ
を実現する重要なファクターとしての
イノベーションに注目しており、2016
年度から、『医療システムの持続可能
性とイノベーションの両立』プロジェ
クトを推進している。
同プロジェクトでは、医療費の上昇
を調整しつつ、医療の課題を解決する
イノベーションを促進するための適切
な評価方法について、マルチステーク
ホルダーによる議論の場を設定してき
た。
「医療システムには、多様なステー
クホルダーが関係します。すべてのス
テークホルダーが中立的な場でフェア
な議論をできる場の提供を目指し、こ
のプロジェクトを進めてきました。そ
して、その議論を通じ、新しいアイデ
ィアの創発や意志疎通の促進を図って
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図1　もともとの予定と実際の退職時期（日本）

図2　予定より早く退職に至った理由（日本）
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本調査は、オーストラリア、ブラジル、カナダ、中国、フラン
ス、ドイツ、ハンガリー、インド、日本、オランダ、ポーラン
ド、スペイン、トルコ、英国、米国の15カ国で、現役世代勤
労者14,400人と退職世代1,600人を対象にオンラインにて行
われた。日本の退職世代のうち、30％が「予定より早く退職し
た」と回答している。

調査概要は図1と同様。日本においては、43％もの人が「自身
の健康問題」を理由に、予定より早く退職に至っている。
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